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（注）国土交通省鉄道局資料による。

（注）国土交通省鉄道局資料による。
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鉄道運転事故件数の推移
　運転事故件数は長期的に減少傾向にあるが、平成13年度からは800件台で推移している。

鉄道運転事故による死傷者数の推移
　運転事故による死傷者数は、運転事故件数と同様に長期的には減少傾向にあるが、JR西日本
福知山線列車脱線事故があった平成17年度など、甚大な被害を生じた運転事故があった年度の
死傷者数は多くなっている。
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海難船舶隻数及びそれに伴う死者・行方不明者数の推移

航空事故発生件数及び死傷者数の推移（民間航空機）

航空事故発生件数及び死傷者数の推移（民間航空機）

区分

年

死傷者数 発生件数
大　型
飛行機

小　型
飛行機

超軽量
動力機

ヘリコ
プター

ジャイロ
プレーン 滑空機 飛行船 計 死亡者 負傷者

件 件 件 件 件 件 件 人 人

平成16年 5 11 2 6 1 3 0 28 14 26
17　 1 8 0 7 0 7 0 23 16 20
18　 3 3 4 2 1 5 0 18 4 10
19　 5 3 4 7 0 4 0 23 10 25
20　 3 6 2 3 0 3 0 17 7 10

0 平成3 8 13 18年 20年
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（注）国土交通省鉄道局資料による。

（注）国土交通省鉄道局資料による。
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2009年９月
㈶運輸調査局「高速道路料金引き下げに関する研究会」報告より

　2009年３月より実施されている「高速道路料金引き下げ」が与える影響につい
て、㈶運輸調査局より以下の通り報告された。

（1）国内交通流動の変化
　・本施策により新規誘発、転換を含め、高速道路利用者は36％増加した
　・他方、鉄道から高速道路利用に6.6％が転換した

（2）CO2 排出量に与える影響
　・本施策によるCO2増加量は、全国で204万トンと推計される

※�「204万トン/年」は、2007年の日本のCO2総排出量の約0.02%にあたり、運輸部門からの総排出量の
0.82%に相当する

新規誘発・転換率 備考

高速道路
利用者数

（自家用のみ）

＋36.0％
（高速道路ETC利用者に対する割合）

新規誘発率は 24.5％

他交通機関からの転換率は 11.5％
・一般道路 8.4％　・鉄道 2.2％
・バス 0.4％　　　・航空機 0.3％

※�施策実施前後の 1台あたり乗車人数は同値。従って新規誘発・転換率は台
数換算でも同値。

鉄　　道
利用者数

▲6.6％
（土・日・祝日における鉄道利用者（中距離）に対する割合）

＊�首都圏内および京阪神圏内流動を除く

転換交通量
（百万人㌔/年）

CO2排出原単位
（g-CO2/人㌔） CO2排出増減量

（万トン/年）
転換前 転換後

転　移

一般道路 3,885 170.9 137.1 －13.1
鉄　　道 1,863 19.1 137.1 22.0
高速バス 243 51.4 137.1 2.1
航 空 機 375 108.6 137.1 1.1

新規誘発 12,717 0 137.1 174.3
高速道路（距離帯変化） 1,267 137.1 137.1 17.4
合計 20,350 203.7
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（3）他の交通機関への影響
・�高速バスは、輸送人員が減少したほか、多くの路線で渋滞により定時運行が困難
となった
・�フェリーについても影響は大きく、生活インフラとして機能している航路が存亡
の危機にあるという声もあがっている
・�鉄道にも影響が及んでおり、高速道路と併行している区間において利用人員の減
少もみられる。

　ＪＲ各社のＧＷ・お盆における輸送量（対前年比）

線　区 区間・列車等 ＧＷ
4/24～5/6

夏季
7/17～8/18

年末年始
12/25～1/5

新幹線

東海道 小田原・静岡（のぞみ） 94％ 91％ 96％
山　陽 新大阪・西明石 94％ 90％ 94％
九　州 新八代・鹿児島中央 89％ 86％ 87.8％
東　北 大宮・宇都宮、古川・北上 94％ 92％ 93％
上　越 大宮・高崎 94％ 90％ 94％
長　野 高崎・軽井沢 101％ 90％ 92％

在来線
（特急）

北海道 函館本線 札幌・岩見沢 93％ 92％ 95％
東日本 内房線 さざなみ他 86％ 85％ 88％
東　海 高山線 美濃太田・下呂 89％ 83％ 93％
西日本 伯備線 岡山・新見 88％ 82％ 91％
四　国 瀬戸大橋線 児島・多度津 89％ 87％ 89％
九　州 鹿児島線 大牟田・熊本 91％ *92％ 91.3％

　　＊は８月７日～８月16日

（4）マスコミ各社の「高速道路料金の原則無料化」に関する世論調査結果

賛成（支持）等 反対（不支持）等 その他
朝日新聞 24% 63% 9%
毎日新聞 33% 63% 4%
読売新聞 30% 61% 8%
産経新聞 33.6% 57.6% 8.8%

　　※各社が2009年９月に実施した世論調査より抜粋
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ＪＲ連合発第２２号
２００９年12月３日

国土交通大臣
前　原　誠　司���様

日本鉄道労働組合連合会（ＪＲ連合）
会�　�長�　�坪　井　義　範　　

高速道路無料化施策の慎重な検討を求める要請書

　日頃は、ＪＲ連合の運動に対してご高配を賜り、心より感謝を申し上げます。私
どもは、ＪＲの責任労働組合として、「鉄道の特性を活かした、持続可能な交通づ
くり」を目指して政策活動に取り組んでおります。

　さて、政府は、民主党が先の総選挙におけるマニフェストに掲げた高速道路無料
化施策について、実行に向けた社会実験を来年度にも実施する方向で具体的に検討
を進めていると伺っております。
　しかし私どもは、本施策について、総合交通体系の視点を欠き、鉄道をはじめと
する公共交通との競争条件や、受益と負担のバランスを大きく歪め、２１世紀に維
持、発展させていくべき公共交通機関に甚大な影響を及ぼしかねないと考えます。
また、自動車社会による社会コストを増大させ、地球環境問題にもマイナスの効果
をもたらすなどの多くの問題点をはらんでいるとも認識しています。
　仮に施策を実施する場合には、鉄道をはじめとする公共交通に対し、自動車利用
への対策と同等、またはそれ以上の負担軽減策を実施する必要が生じると考えま
す。
　従って、私どもは、貴職に私どもの政策提言をご理解いただき、本行はもとよ
り、社会実験においても、上記の認識に基づき、公約の見直しも含めた慎重な検討
を行っていただくよう求めるものです。また、政府・与党において、早期に総合交
通政策を確立し、持続可能な交通づくりの観点からの議論を進めていただくよう要
望いたします。

なお、ＪＲ連合では、11月18日の執行委員会で、本施策に対する緊急提言を策定
し、これらの問題認識と提言を取りまとめましたので、何卒、ご高覧賜りますよ
う、よろしくお願い申し上げます。

　「緊急提言」（高速道路をはじめとする自動車利用者の負担軽減策に対する考え方）
はＪＲ連合ホームページhttp://homepage1.nifty.com/JR-RENGO/をご参照下さい。
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高速道路料金無料化の社会実験の実施等に対するＪＲ連合コメント

２０１０年２月３日
日本鉄道労働組合連合会

（ＪＲ連合）

　政府は２月２日、「平成22年度高速道路無料化社会実験計画」を発表した。「地
域と経済の活性化を目的として、高速道路の原則無料化の方針のもと、社会実験を
通じて影響を確認しながら、平成23年度より段階的に無料化を実施する」として、
全国で37路線・50区間、1626キロが対象とされている。
　ＪＲ連合は、高速道路料金政策について、すでに実施されている土日祝上限千円
や深夜割引などの割引施策、民主党が公約に掲げる無料化施策ともに、自動車利用
者にのみ受益と負担の関係を問わない、交通機関間の公正な競争のバランスを著し
く欠く政策であると認識し、問題点を厳しく指摘してきた。鉄道をはじめ公共交通
に及ぼす影響も大きい。昨年11月には「緊急提言」を策定して私たちの政策を提起
し、公約の再考を含め慎重な検討を求めてきた。昨年12月にはこの趣旨に基づき、
前原国土交通大臣への要請も行った。
　今回発表された無料化社会実験計画は、並行する鉄道への影響が懸念される本四
架橋などの区間が除外されるなど、私たちの要請が一定程度反映されたと認識す
る。しかし、公共交通機関への影響は必至であり、政府は、直ちに助成策等を明ら
かにすべきである。また、民主党政権は原則無料化の方針を継続し、現在、普通車
の上限を２千円とするなどの新たな統一料金制度の検討を進めている模様であり、
今後の動向を慎重に見極めていく必要がある。
　こうした動向を踏まえ、ＪＲ連合は、さらに、以下の通り提起する。
　まず、政府は、既実施の割引施策の検証を行い、現に生じている公共交通への影
響を明らかにし、助成策等の対策を講じるべきである。
　そして、社会実験の実施に際しては、公共交通への影響など具体的な検証の方法
や時期を明示し、関係者との合意を図るべきである。そのうえで、公共交通機関へ
の助成等の対策も速やかに明らかにしなければならない。
　また、政府が検討を進める新たな料金制度について、現時点で評価はできない
が、その内容が、交通機関間の受益と負担のバランスを欠く、持続可能な総合交通
体系の形成に逆行する政策である場合には、ＪＲ連合は、これに反対の姿勢を示さ
ざるを得ない。仮にそのような政策を実施する場合、公共交通に対する相応の助成
が必要となるが、自動車利用者の負担を軽減する一方で、公共交通への助成を過度
に拡大することは、決して望ましい政策ではない。民主党政権に対しては、私たち
の提言を踏まえた慎重な検討を求めたい。
　ＪＲ連合は「総合交通体系に基づく交通政策の基本的方向」で提起する通り、民
主党政権に対し、早期に公共交通を重視する総合交通政策を確立し、持続可能な交
通の形成にむけた政策を推進すべきことを強く訴えるものである。



日本鉄道労働組合連合会（JR連合）
〒103-0022　東京都中央区日本橋室町１─８─10　東興ビル9階

電話（NTT）03-3270-4590（JR）057-7848
Eメール：honbu@jrtu.jtuc-rengo.jp

ホームページ：http://homepage1.nifty.com/JR-RENGO


